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設置主体 施設種別 実習指導者 併設施設　の　有　無
1 社会福祉法人 通所授産 施設長 援護寮、生活支援センター
2 医療法人 援護寮 PSW 福祉ホーム、病院
3 市立 通所授産 指導員 無
4 財団法人 入所授産 施設長 通所授産、生活支援センター、保養施設、グループホーム
5 県立 援護寮 主幹兼管理課長 作業所
6 医療法人 入所授産 施設長 援護寮、ショートステイ、病院
7 市立 通所授産 PSW 無
8 社会福祉法人 通所授産 専任職員
9 医療法人 援護寮 施設長 入所授産、ショートステイ、病院
10 医療法人 援護寮 ワーカー長 生活支援センター、グループホーム，病院
11 社会福祉法人 通所授産 主任PSW 作業所、生活支援センター
12医療法人 援護寮 精神保健福祉士 病院





























































































































































































































































































5 4 3 2
実習姿勢及び態度 2名 9名 2名 一
精神保健福祉士実践の
¥力 1名 8名 3名 1名
実習総合評価 6名 6名 1名 一
※：1一劣る、2一やや劣る、
　　5一優
3一普通、4一良、
7）　進路（表9）
　学生の「進路」については、精神保健・医療施
設の精神保健福祉士として就職した学生が8名
（約6割）であり、精神障害者社会復帰施設の2
名と合わせると、8割に近い学生が、進路を精神
保健福祉分野に決め、卒業した。対象学生の「実
習の動機（表1）」の明確性は、卒業後の進路と関
連性カミあった。
表8　実習llの実習評価の内容
評価のポイント
〈PSWとしての適性〉
〈実習態度〉
〈その他〉
指摘点
今後の課題
5名
4名
3名
2名
1名
6名
4名
1名
2名
4名
2名
1名
4名
2名
1名
関係づくり・コミュニケーションのとり方
利用老主体の関わり／成長の可能性・将来性
接し方・関わり／専門知識・事前学習／自己覚知
雰囲気づくり／心の動きの意識化／受容の姿勢／洞察力／配慮／理解力
ニーズの把握／状況把握／傾聴
積極的・主体的な姿勢
熱心さ、学ぶ意欲など／まじめさ、責任感、誠意など
良好な人間関係を築く性格／役割の理解
実習生の新鮮な意見（実習先への良い効果あり）
利用者との距離のとり方
利用者理解（ニーズ把握）が不十分
利用者に対する固定観念／自己覚知が不十分／実習計画書の各内容や項目の
理解が不十分／PSWとしての知識が不足／実習場面での戸惑い
長所を生かした知識および経験を積むこと
利用者への関わり方、関係づくりの方法／広い視野、多面的な見方
援助者としての視点の確立／技術等の習得／雰囲気づくり
大学への要望等
　・事前教育への期待。（3ケ所）
　・実習先と大学側との共通理解を得る場の必要性。
　・現場実習前の短期実習の必要性。
　・実習計画書作成上のより実践的な指導の必要性。
　・実習依頼の時期と計画性。
　・事務手続き上の問題についての指摘。
知識・経験の柔軟な使い方や視野の広さ」という
点では不充分さを指摘された。
　なお、本学では、評価点が示す内容の見直しと
して、2000年度より評価の表現を、1点「劣る」
から「一層の努力を要する」、2点「やや劣る」を
「努力を要する」に変えた13）。実習指導者の率直
な評価を、少しでも具体的に大学側教員および学
生に伝えてほしいとの願いからである。
表9　卒業後の進路
精神病院・クリニヅク 8名
総合病院 2名
精神障害者社会復帰施設 2名
その他の社会福祉施設 1名
計　　　　　　　　　13名
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D　実習状況の検討
　今回、資料の項目で整理、分析した精神障害者
社会復帰施設での現場実習状況の結果を、「社会
復帰施設における実習プログラムと内容14）」に
そって検討する。
　（1）導入・適応期
　全学生の実習先が援護寮と授産施設（通所・入
所）であり、各施設には精神科ソーシャルワー
カーや専任職員が配置されていたため、導入・適
応期でのオリエンテーションと各施設の歴史的背
景および設立のきっかけや目的などは、明確に説
明を受けることカミできた。全般的に、日本の社会
復帰施設が先駆的な施設を除いてまだ若いこと、
病院併設の実習先が多いことなどは、利用者の全
体的概要を知ることや各施設の特性を理解するこ
とが比較的容易であったことが、「実習行動（表
5）」の内容（併設施設等の見学および活動参加、
勉強会など）からも推察できる。
　（2）利用者の世界への接近期
　学生のほとんどが、それまで社会復帰施設関連
のイベントおよびボランティア講座への参加な
ど、いわゆる当事老との“ふれあい体験”がな
かった。このことは、精神病院における現場実習
（実習1）の延長のまま利用者と接する傾向があ
り、「病状の理解」、「関係ならびに距離のとり
方」、「利用者主体の関係づくり」などの面で、利
用者について改めて学習する機会カミ必要と考え
る。
　実際に、「学習内容（表6）」の「関係づくり・
関わり方の学習」では、多くの学生が各々の場面
で指導を受け、実習中に「利用者主体のための雰
囲気づくりおよび利用者との距離のとり方」への
的確なスーパービジョンを受けている。いわゆる
“感性的教育”カミ行われたといえる。この点で、
「利用者の世界への接近」の段階は、ほぼ充足さ
れている。しかし、「利用者のニーズ把握、困って
いること、望んでいることなどの理解15）」という
面で、　“専門職的感性”カミまだ育成され難い状況
にあることは、「評価」の際にも指摘されている。
このことは、学生が知識や経験を、柔軟性をもっ
て広い視野で使うことができるかどうかという自
己覚知とも関連し、「自分の生活の中身を振り
返ってみる16）」段階までには至っていない、とい
うことを示している。
　（3）業務・職種の世界への接近期
　この段階の指導目標のうち、ほとんどの学生が
達成できたと思われるプログラムは、他職種なら
びに他機関との連携（表5）である。反対に、実
習体験に乏しかった内容は、「インテーク面接」、
「処遇計画の立案」、「アパート探しなど具体的援
助」ならびに「電話相談に対する対応」など、直
接的援助体験である。
　ケースカンファレンス、スタッフミーティン
グ、グループ活動への参加は8～10名（6～7
割）の学生が体験しているが、充分とは言い難
い。医師、心理士、PSWによる講義および研修会
など、勉強会プログラムへの参加の機会が多く
（表5）、むしろ、このプログラムは、「業務・職
種の世界への接近」段階というより、現場実習以
前に、例えば教育機関の事前学習の段階で行われ
るべきプログラムと考えられる。
　（4）総括期
　多様で複雑な機能の社会復帰施設の中で、ひと
りの利用者の入所時から退所時、さらに地域住民
のひとりとして暮らす状況など、事例について経
過的関わりを学ぶとすれば、この事例検討は、教
育機関における事後指導として、「なぜ自分は他
人の生活にかかわることができるのかIT）」という
事項とともに検討すべき内容と考える。
2）　教育機関における実習教育のあり方
　精神障害者社会復帰施設における学生現場実習
結果を整理、分析、考察した結果、教育機関にお
ける事前教育、事後教育の、2～3の具体的方法
を述べたい。
　（1）事前教育
　①「ふれあい体験学習」の必要性
　前述（本文6ページ）した通り、今回の現場実
習で、多くの実習指導者は、「利用者の疾病と障
害を併せもつ精神障害の特徴をふまえて、ひとり
の生活者として主体的存在であることを認識し尊
重する」　“関係づくり”の場面に力点を置いて指
導している。学生が、もし事前に、この利用者の
状況を少しでも理解していれば、実習指導者の
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　“関係づくり”指導は一層容易になり、限られた
時間に多くかつ深くを教えることができるのでは
ないかと考える。ここでの「ふれあい体験学習」
とは、社会復帰施設のイベントやボランティア講
座への参加などである。
　②　学外講義、勉強会への出席
　学生の大半は、現場実習中に勉強会への出席の
機会を得ている。しかし、このプログラムは、「自
己覚知による知識・経験の柔軟な使い方や視野の
広さ」（本文7ページ「評価」の項）を修得するた
めの事前学習に位置付けることカミよいと考える。
　③　“感性教育”の試み
　現場実習期間中、最も深めなければならない課
題は、「利用者のニーズ、望み、不満などの理解
　（本文8ページ）」に対する専門職的感性の修得
であり、「利用者の主体的力を高めていくこと18）」
の指導者の援助技術を学習することである。この
学習は、社会復帰施設でなければ学び得ない援助
技術である。多くの指導者は、そこに時間を費や
すことを本来の目標とするはずである。そのため
には、学生は、事前学習として、改めて「バイス
ティックの7原則19）」を、社会復帰施設利用者の
基本的要求にいかに修正、応用するかを理解して
おかねばならない。
　この個別援助技術の特性をふまえることによ
り、学生が、「利用者主体」、「受容」、「自己決定」
などの言葉を表面的に安易に用いることを戒める
事前教育も必要ではないかと考える。即ち、「援
助者が利用者を受容する上で障害となる」状況
や、「援助者の代弁的役割の選択」などについて
学習することである。
　さらに、「自己覚知」は、この実習ではバイス
ティックの「統制された情緒的関与の原則」の指
導でもあり、事例を中心に、場合によっては教育
分析や自己分析の方法も必要と考える。
　（2）事後教育
　①　精神障害者社会復帰施設での現場実習後の
　　動機づけ再確認
　学生は、実習後のまとめを行う段階で報告書を
作成し、報告会を行う。この質疑応答の段階で、
学生は、「なぜ自分が他人の生活に関わることが
できるのか」、「生活するとはどういうことか」な
どを考え、この現場実習の動機を改めて振り返る
ことができる。
　今回の実習生の卒後進路（表9）と実習動機の
再確認とは、無関係ではないと考える。
　②利用者の「社会復帰」について考える学習
　　時間を持つ
　藤井は2°）、「社会復帰」のとらえ方として、「作
業所やグループホームを利用するということは、
地域社会に身を置くことであり、社会参加を果た
していると認識すべきであろう。社会復帰や社会
生活というとらえ方を、当事者自身がもっと広く
考えてもいいのではなかろうか。」と述べ、「障害
がある人々に最も近接した存在である家族や医療
関係者が、率先してそのような認識に立つことが
肝要である。」と考えている。現場実習終了後、学
生のひとりひとりが、精神障害を持つ人たちの
「社会復帰とは何か」について考える時間を持つ
ことは、意義あることと考える。
おわりに
　今回、本文では、精神障害者社会復帰施設等福
祉施設における、学生の実習状況を整理、分析
し、改めて教育機関における実習教育のあり方に
ついて考察した。
　その結果、精神障害者社会復帰施設（実習］）
における「事前教育」として、以下の3点が重要
であることを明らかにした。
①イベントやボランティア講座への参加等、当事
　者との“ふれあいの場”を経験すること。
②学外講義・勉強会への出席をすること。
③利用者のニーズ、望み、不満などの理解に対す
　る専門職的感性を修得するための“感性教育”
　を試みること。
　また、「事後教育」として、
①現場実習後、動機づけの再確認をすること。
②精神障害者社会復帰施設利用者の「社会復帰」
　について考える学習時間を持つこと。
などを明らかにした。
　以上の結果から、実習9は、実習1の体験を経
て、社会復帰施設としての“専門職的感性”の修
得現場であることが理解できた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（完）
　　　　　　　　　　　　（2000．6．27受理）
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　本論文の一部は、第36回日本精神保健福祉士協
会全国大会2000年PSW東京大会において報告し
た。
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